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第１ 救急医療の現状

１ 救急医療をとりまく状況

(1)救急搬送数
本県の救急搬送⼈員は、平成22年に27,802⼈でしたが、平成28年には31,

780⼈（14.3％増）を数えるなど、増加傾向にあります。その背景として、
⾼齢化の進⾏、県⺠の意識の変化等が考えられます。

(2)⾼齢者患者の増加
年齢区分別の搬送⼈員数は、⾼齢者と乳幼児で増加傾向にある⼀⽅で、新

⽣児、少年及び成⼈は減少傾向にあります。
特に、救急搬送された⾼齢者についてみると、平成22年には15,020⼈で

したが、平成28年には19,364⼈を数え、この6年間で4,344⼈増となってい
ます。今後も、⾼齢化の進⾏とともに救急搬送件数は増⼤し、救急搬送に占
める⾼齢者の割合も増加するものと考えられます。

(3)疾病構造の変化
平成22年には、急病患者が56.4％（15,700⼈）でしたが、平成28年には

急病が59.5％（18,912⼈）に増加し、この6年間で急病による救急搬送⼈
員が3,212⼈増加しており、⾼齢化の進⾏とともに増加傾向にあります。

(4)重症患者の動向
平成22年には、「重症」（「死亡」を含む。）と分類された救急搬送⼈員は、

4,454⼈（16.0％）でしたが、平成28年には4,236⼈（13.3％）となって
おり、減少傾向にあります。

(5)軽症患者の動向
平成29年版救急・救助の現況によると、救急搬送された患者のうち、軽

症者が45.5％を占めます。この中には不要不急にも係わらず安易に救急⾞を
利⽤している例もあります。これは、救急搬送を実施する消防機関に負担を
かけるのみならず、救急医療機関にも過分な負担をかけることになり、ひい
ては真に救急対応が必要な⽅への救急医療に⽀障を来す結果となります。
このような状況に対して、救急⾞等のより適切な利⽤を促すため、「地域

医療を守る会」により、地域住⺠⾃⾝が劇の上演をする等の取組みが⾏われ
ています。

(6)精神科救急医療の動向
平成23年度の精神科救急病院輪番型による対応実績は全体で579件で、そ

のうち⼊院が183件、外来受診が186件、相談のみが210件であったのに対
し、平成28年度は全体が960件で、そのうち⼊院が199件、外来受診が202
件、相談のみが559件となっており、相談のみの件数が特に増加しています。
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２ 救急医療の提供体制

(1)病院前救護活動（プレホスピタル・ケア）
プレホスピタル・ケアとは、救急現場及び搬送途上における応急処置を⾔

い、救急救命率の向上のためには、その充実と体制の確保が重要な課題とな
ってきています。これは、現場に居合わせた⼀般県⺠による救急蘇⽣や⾃動
体外式除細動器(ＡＥＤ)の使⽤、救急救命⼠による気管挿管・薬剤投与等の
救命処置を指しています。

①県⺠への救急蘇⽣法の普及とＡＥＤの設置
⼼疾患による突然死では、⼼臓が細かくふるえる⼼室細動や無脈性⼼室頻

拍による⼼停⽌が⼤きく関与しており、これらの病的な状態を正常な状態に
戻すためには、電気ショックによる除細動が必要となりますが、時間が経過
すればするほど救命が難しくなります。⼼室細動になってから電気ショック
を⾏うまでの時間が１分遅れるごとに社会復帰率が７〜10％ずつ低下する
ことが知られており、救命率を上げるためにはできるだけ早期（⼼停⽌から
５分以内）の除細動が必須です。わが国では119番通報をしてから救急⾞が
到着するまで平均８分以上かかるので、救急⾞を待つ間に救急の現場にいる
県⺠が⼼肺蘇⽣法と共にＡＥＤを⽤いて除細動を⾏うことが⼤切です。
これまでに様々な主体によって、救急蘇⽣法の講習会が⾏われてきました。

例えば、消防機関が主体となって実施するものだけでも、平成28年中に約6,
000⼈の県⺠の⽅が受講をしています。
平成16年７⽉の厚⽣労働省医政局⻑通知で、⼀般住⺠によるＡＥＤの使

⽤が認められたことにより、⼀般住⺠向けＡＥＤが発売され、空港・駅・イ
ベント会場・公的機関等に設置されてきたところです。⼀般財団法⼈⽇本救
急医療財団のデータによると、平成29年10⽉1⽇現在、県内には約2,900台
のＡＥＤが設置されています。

【県⺠による除細動実施数】
平成28年：12件 （資料：平成29年版救急・救助の現状）

②消防機関による救急搬送と救急救命⼠等
平成３年度に創設された、除細動・輸液・薬剤投与・気道確保等、⾼度な

応急処置を医師の指⽰のもと⾏える救急救命⼠制度の発⾜により、１隊につ
き１名以上の救急救命⼠が配置されることを⽬標に救急隊の質の向上が図ら
れており、平成23年４⽉には100％の救急隊に救急救命⼠が同乗しています。
県内には203⼈（平成29年４⽉現在の消防業務従事者）の救急救命⼠がお

り、県下13のすべての消防本部において救急救命⼠が除細動等を実施でき
る⾼規格救急⾃動⾞ 51台による運⽤が⾏われています。
近年、全国的な課題として、救急⾞を呼ぶほどの緊急性が無いにもかかわ

らず、119番通報を⾏う⼈が増え、救急⾞の本来の⽬的である重症者の搬送
に⽀障をきたす可能性が指摘されています。
また、救急事案の覚知から病院等に収容するまでに要した平均時間は、平

成22年には32.4分でしたが、平成28年は36.9分となっており、延⻑傾向に
あります。
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救急患者や妊婦が速やかに診療が受けられる体制を確保するためには、⼀
般住⺠の救急医療の適正受診、消防機関等による搬送⼿段や搬送先医療機関
の迅速かつ適切な選定、交通網の整備等が重要な課題となります。

③搬送⼿段の多様化とその選択
従来の救急⾞に加え、救急医療⽤ヘリコプター（以下「ドクターヘリ」と

いう。）、ドクターカー、消防防災ヘリコプター等の活⽤が広まりつつありま
す。
本県では、平成20年８⽉から、消防防災ヘリコプター「うずしお」（以下

「防災ヘリ」という。）の救急患者搬送への活⽤を開始するとともに、更な
る救急医療体制の充実・強化により、救急患者の「救命率の向上」や「後遺
症の軽減」を図るため、平成24年10⽉に県⽴中央病院を基地病院としたド
クターヘリの運航を開始しました。
ドクターヘリは、救急医療に必要な医療機器や資機材を装備し、基地病院

に常駐していることから、消防機関等からの要請があれば、直ちに医師、看
護師が同乗し、出動が可能となります。また、基地病院離陸後、県内全域を
20分程度でカバーできることから、特に、医師不⾜や地理的条件などによ
り、地域医療を取り巻く環境が厳しい県南部や県⻄部においては、医療にお
ける地域間格差是正のための切り札として活躍しています。
今後、⼀⼈でも多くの県⺠の「助かる命を助ける」ため、運航調整委員会

等を通じて関係機関との更なる連携強化を図り、運航体制の充実・強化に努
めます。
また、本県が参画する関⻄広域連合の取組として、ドクターヘリの⼀体的

運航を⾏っており、徳島県ドクターヘリも、平成25年4⽉に関⻄広域連合に
事業移管しています。
この他、平成29年４⽉現在、連合管内には「京都府・兵庫県・⿃取県」

の３府県ドクターヘリ、⼤阪府ドクターヘリ、兵庫県ドクターヘリ、京滋ド
クターヘリ、和歌⼭県ドクターヘリの計６機のドクターヘリが運航し、関⻄
全体の円滑かつ⼀体的な広域救急搬送体制を確保しており、加えて平成29
年度末には、⿃取県ドクターヘリも運航を開始する予定で、計「７機体制」
に移⾏することとなっています。
こうした体制の構築により、徳島県ドクターヘリの出動時に重複してヘリ

の出動要請が⼊った場合や、⼤規模事故・災害等が発⽣し、多数の傷病者が
出た場合には、他のドクターヘリも速やかに出動し、迅速に救急搬送を⾏う
ことが可能となっています。
さらに、⾼知県ドクターヘリとも平成26年6⽉に相互応援協定を締結して

おり、本県近隣地域との連携確保により、「⼆重・三重のセーフティネット」
を構築し、県⺠の「安全・安⼼」の確保・向上に努めています。
また、防災ヘリについては、ドクターヘリ導⼊後も、ドクターヘリが重複

要請等により対応できない場合や、⼤規模事故・災害等により多数傷病者が
発⽣した場合など、複数のヘリが患者搬送に必要となった場合は、出動がで
きるようバックアップ体制をとっています。
⼀⽅、ドクターカーは、患者監視装置等の医療機器を搭載し、医師・看護

師等が同乗し、出動する救急⾞であり、ドクターヘリの離着陸が難しい都市
部周辺や、ヘリが⾶べない悪天候時においても、機動的な出動が可能となり
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ます。
本県では、平成27年４⽉から、徳島⾚⼗字病院において県内初めてのド

クターカーの運⽤が開始されました。
また、平成28年６⽉からは乗⽤⾞型ドクターカーを新たに導⼊し、２台

体制で対応しており、さらに機動性を⾼めています。
また、ドクターヘリ及びドクターカーは、「ドクター・デリバリー・シス

テム」としての機能も重要な要素であり、医師及び看護師による速やかな初
期治療の開始が可能となるため、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減に⼤
きく貢献しています。
さらに、重複要請事案や複数傷病者発⽣事案等の場合では、医師が現場に

留まり、ドクターヘリ、ドクターカーは患者を搬送するドクタードロップ⽅
式により対応するなど、救急現場の状況に応じた柔軟な対応が⾏われており
ます。

④傷病者の搬送及び傷病者の受⼊れの実施に関する基準（実施基準）の策定
と実施
平成18年から平成20年にかけて、搬送先の病院を探して複数の救急医療

機関に電話等で問い合わせをしても受⼊れ医療機関が決まらない。いわゆる
受⼊れ医療機関の選定困難事案が発⽣したことを契機として、平成21年５
⽉に消防法が改正され、都道府県に傷病者の搬送及び傷病者の受⼊れの実施
に関する基準（以下「実施基準」という。）の設置が義務づけられました。
本県では、平成22年４⽉に「徳島県メディカルコントロール体制推進協

議会実施基準専⾨委員会」を設置して実施基準の検討を⾏い、平成22年12
⽉に実施基準を作成しました。
また、実施基準に基づく傷病者の搬送及び受⼊れの実施状況の調査及び検

証を⾏い、毎年度⾒直しを⾏い、改善を図っています。
しかし、依然として受⼊れ医療機関の選定困難事案は存在しています。
救急医療機関が搬送に応じられない原因として「⼿術中・処置中」、「処置

困難」、「満床」等が挙げられています。

【受⼊れ照会回数】平成27年度：112件(４回以上)
【現場滞在時間】平成27年度：118件(30分以上)

（資料：消防庁「救急搬送における医療機関の受⼊れ状況等実態調査」）

この問題を改善するためには、受⼊れ困難の原因を詳細に把握分析し、地
域と消防機関、救急医療機関とが⼀体となり、それぞれの地域の実情に応じ
て対応する必要があります。

⑤救急医療情報システム
平成10年６⽉よりファクシミリと電⼦メールを活⽤して、２次・３次救

急医療機関の当⽇の対応状況を消防機関等に連絡する「救急医療情報送信」
を試⾏的に開始しました。
その後、平成11年度「情報ふれあいネットとくしま創造事業」を活⽤し、

「徳島県救急医療情報システム」を構築し、平成12年６⽉から稼働しまし
た。
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このシステムは、消防機関の搬送先選定に資する当直医情報等を含む受⼊
れ可能科⽬の情報のほか、⼀般県⺠に対して、医療機関の基礎情報をインタ
ーネットにより提供してきました。また、平成19年度に、従来のパソコン
による閲覧⽅法に加え、携帯電話による閲覧にも対応しました。

(2)救命救急医療機関（３次救急医療機関）

①救命救急センター
県下⼀円を対象として、急性⼼筋梗塞、脳卒中、頭部外傷等の重篤患者の

救命医療にあたるため、昭和55年から県⽴中央病院に救命救急センターを
設置し（厚⽣労働省指定）、また、平成５年度から徳島⾚⼗字病院を徳島県
の救命救急センターに指定し、平成14年４⽉に厚⽣労働省から救命救急セ
ンターに指定され、さらに、平成21年６⽉から⾼度救命救急センターに指
定されました。
また、平成17年８⽉には、県⽴三好病院が新型救命救急センターとして

厚⽣労働省に指定され、平成29年度の救命救急センターの充実度評価にお
いて、すべての救命救急センターにおいてＡ評価を受けました。

②特殊疾患等に対する救急医療
昭和58年10⽉から、徳島⼤学病院救急部も、この３次救急医療機関とし

て位置付け、広範囲熱傷、急性薬物中毒、呼吸不全について対応しているほ
か、新⽣児集中治療室（ＮＩＣＵ９床）、⺟体胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ
６床）、新⽣児治療回復室（ＧＣＵ12床）、脳卒中集中治療室（ＳＣＵ９床）
を整備するなど、特殊疾患等の救急医療患者を受け⼊れる体制を整備してい
ます。

●３次救急医療体制
所在地 施設名 ３次施設 救命救急センター
徳島市 県⽴中央病院 ○ ○
徳島市 徳島⼤学病院 ○
⼩松島市 徳島⾚⼗字病院 ○ ○
三好市 県⽴三好病院 ○ ○

③アクセス時間を考慮した体制の整備
救急医療（特に、脳卒中、急性⼼筋梗塞、重症外傷等の救命救急医療）に

おいては、アクセス時間（発症から医療機関で診療を受けるまでの時間）の
⻑短が、患者の予後を左右する重要な因⼦の⼀つであります。
従って、特に救命救急医療の整備に当たっては、どこで患者が発⽣したと

しても⼀定のアクセス時間内に、適切な医療機関に到着できる体制を整備す
る必要があります。
本県では、平成24年10⽉から県⽴中央病院を基地病院としてドクターヘ

リの運航を開始しました。夜間や天候によって運航できない場合を除き、基
地病院を起点に20分程度で全県をカバーできることから、どの地域で発⽣
した患者についても、⼀定のアクセス時間内に、必要な救命救急医療を受け
られる体制の整備が図られています。
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④いわゆる「出⼝の問題」
受⼊れ医療機関の選定困難事案の原因の⼀つに、「満床」が挙げられてい

ます。
その背景として、救急医療機関に搬⼊された患者が救急医療⽤の病床を⻑

期間使⽤することで、救急医療機関が新たな救急患者を受け⼊れることが困
難になる、いわゆる救急医療機関の「出⼝の問題」が指摘されています。
具体的には、急性期を乗り越えたものの、重度の脳障害の後遺症がある場

合や、合併する精神疾患によって⼀般病棟では管理が困難である場合、さら
には⼈⼯呼吸管理が必要である場合など、⾃宅への退院や他の病院等への転
院が困難とされています。
こういった問題に対応するため、患者⽀援センターによる退院調整等、⼊
院中の患者が適切なタイミングで退院・転院できるように⽀援を⾏ってい
ます。

(3)⼊院を要する救急医療を担う医療機関(２次救急医療機関)
２次救急医療体制は、初期救急医療機関により転送された、⾼度な治療⼜

は⼊院が必要とされる救急患者に対応するための後⽅医療施設として整備さ
れています。
なお、平成28年における救急⾞による患者搬送数は、県内で31,780⼈で

あり、前年に⽐べ716⼈増加しています。
また、救急患者は、概ね消防機関の属する救急医療圏の中で搬送・収容さ

れ、⾃⼰完結していますが、⼀部の救急医療圏にあっては、他の救急医療圏
への搬送がやや多い傾向があります。

(4)初期救急医療を担う医療機関（初期救急医療機関）
初期救急医療体制は、「初期診療」あるいは「応急⼿当」を⾏うとともに、

さらに治療及び⼊院が必要な救急患者を２次救急医療機関へ転送する機能を
果たすものであり、救急医療体制の基盤ともなるものです。
本県では、郡市医師会を単位とし、市町村が郡市医師会に委託して⾏う在

宅当番医制（10地区）と市町村等が郡市医師会の協⼒を得て設置運営する
休⽇夜間急患センター（２箇所）で原則対応しています。
また、⻭科については、徳島市⻭科医師会が徳島市⻭科医師会休⽇急病等

診療所（１箇所）を実施運営しており、年間約900⼈の受診者があります。
しかしながら、初期救急については、地元の開業医に多くを依存している

ため、開業医の減少と⾼齢化、医学の専⾨化・⾼度化の進展によって住⺠の
ニーズへの対応が困難な地域や分野も出てきています。
なお、徳島市においては、平成９年度から同市の運営する徳島市夜間休⽇

急病診療所（休⽇夜間急患センター）について、徳島市医師会等の協⼒によ
り、従前の休⽇の昼間に加え、平⽇の夜間の診療を内科医と⼩児科医の医師
２名体制で実施し、在宅当番医制度を廃⽌しています。
このセンターにおける平成28年度の総患者数は、17,324⼈で、うち⼩児

科患者は約66％に当たる11,479⼈に上っています。
このセンターは、平成18年度から、単独で在宅当番医制度を運営できな

くなった名東郡医師会（現在は徳島⻄医師会：徳島市の⼀部と佐那河内村）
に代わり、同地域の住⺠の初期救急医療体制も担っています。
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(5)精神科救急医療体制と⼀般救急医療機関等との連携
精神科救急医療体制として、在宅の精神障がい者の緊急医療に対応するた

め、精神科救急医療確保事業を⾏っています。現在、精神科救急医療施設「病
院群輪番制」を14箇所の精神科病院に委託し、３圏域に分けて輪番制で精
神科救急患者の医療を提供しています。
しかし、⼈的医療資源の地域偏在があるため、東部は通年、⻄部は週５⽇、

南部は週３⽇の医療の提供となっています。南部・⻄部が提供不可能な⽇は、
東部圏域の医療機関で対応しています。
夜間・休⽇に緊急な医療を必要とする精神障がい者が迅速かつ適切な医療

が受けられるよう、救急医療機関、消防機関等の関係機関との連絡調整機能
を果たす「精神科救急情報センター」を平成24年10⽉から、県⽴中央病院
に整備しました。
休⽇は午前９時から翌⽇の午前９時まで、平⽇は午後５時から翌⽇の午前

９時まで対応しており、平成28年度の実績は84件です。
また、精神科医療機関をはじめ、警察、消防機関の代表等から組織される

「精神科救急医療体制連絡調整委員会」を開催し、事例検討等による研修を
⾏い、現状の共通理解を図り、精神科救急医療体制の円滑な運営に努めてい
ます。
なお、精神疾患を持つ患者が、⾝体的な疾患を患うことも少なくなく、こ

のような患者に対しても確実に対応するために、精神科救急医療体制と、⼀
般の救急医療機関や精神科以外の診療科を有する医療機関との連携を更に強
化していく必要があります。

(6)圏域について
救急医療に関する圏域の設定については、⼊院を要する救急医療を提供す

る圏域として、東部Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、及び南部Ⅰ、Ⅱ、並びに⻄部Ⅰ、Ⅱの７圏
域とし、今後の救急医療に関する医療機関や消防機関等との連携体制の構築
を図っていきます。

第２ 医療体制の構築に必要な事項

１ ⽬指すべき⽅向

(1)適切な病院前救護活動が可能な体制
①本⼈・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及び救急蘇⽣の実施
②メディカルコントロール体制の充実による救急救命⼠等による適切な活動
（観察・判断・処置）の実施

③実施基準に基づく適切な傷病者の搬送及び医療機関の受⼊れ
④地域住⺠の救急医療への更なる理解

(2)重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制
①患者の状態に応じた適切な救急医療の提供
②救急医療に係る効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備
③必要に応じて、より⾼度・専⾨的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連
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携体制
④脳卒中・急性⼼筋梗塞・重症外傷等の、それぞれの疾患に応じた医療体制

(3)救急医療機関等から療養の場へ円滑な移⾏が可能な体制
①救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設か
ら適切な医療機関に転院できる体制

②重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養する際に、医
療及び介護サービスが相互に連携できる体制

③地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確に
し、地域で連携したきめ細やかな取組を⾏うことができる体制

２ 各医療機能と連携

(1)病院前救護活動の機能【救護】
①⽬標
・患者あるいは周囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇
⽣を実施すること

・メディカルコントロール体制の充実により、救急救命⼠等の活動が適切
に実施されること

・実施基準の運⽤により、傷病者の搬送及び医療機関への受⼊れが適切に
⾏われること

・地域住⺠の救急医療への理解を深める取組が⾏われること
②関係者に求められる事項
（住⺠等）
・講習会等の受講により、傷病者に対するＡＥＤの使⽤を含めた救急蘇⽣
法が実施可能であること

・傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請を⾏うこ
と、あるいは適切な医療機関を受診すること（消防庁作成 緊急度判定
⽀援ツールの活⽤）

・⽇頃からかかりつけ医を持ち、適切な医療機関の受診、適切な救急⾞の
要請、他の交通⼿段の利⽤等を判断すること

（消防機関の救急救命⼠等）
・住⺠等に対し、ＡＥＤの使⽤を含めた救急蘇⽣法等に関する講習会を実
施すること

・脳卒中、急性⼼筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について、関係
機関と協⼒して住⺠教育の実施を図ること

・搬送先の医療機関の選定に当たっては、実施基準等により事前に各救命
救急医療機関の専⾨性等を把握すること

・徳島県メディカルコントロール協議会により定められたプロトコールに
則し、傷病者の状態に応じて、適切な観察・判断・処置を実施すること

・搬送⼿段を選定し、適切な急性期医療を担う医療機関を選定し、傷病者
を速やかに搬送すること

・緊急な医療を必要とする精神疾患を有する患者等の搬送に当たっては、
精神科救急医療体制と連携を図ること
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（メディカルコントロール協議会）
・救急救命⼠等の⾏う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、
事後検証等を踏まえて随時改訂すること

・実施基準を踏まえ、搬送⼿段を選定し、適切な医療機関に搬送するため
のプロトコールを策定し、事後検証等によって随時改訂すること

・医師から救急救命⼠に対する直接指⽰・助⾔体制を確⽴すること
・救急救命⼠等への再教育を実施すること
・ドクターヘリやドクターカー等の活⽤の適否について、地域において定
期的に検討すること

・ドクターヘリや防災ヘリ等の活⽤に際しては、関係者の連携について協
議する場を設け、効率的な運⽤を図ること

・必要に応じて年間複数回以上協議会を開催すること

(2)救命救急医療機関（３次救急医療）の機能【救命医療】
①⽬標
・24時間365⽇、救急搬送の受⼊れに応じること
・傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項
緊急性・専⾨性の⾼い脳卒中、急性⼼筋梗塞や、重症外傷等の複数の診療

科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、⾼度な専⾨的医療を総合的
に実施する。
その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、地域の救

急患者を最終的に受け⼊れる役割を果たす。
また、救急救命⼠等へのメディカルコントロールや、救急医療従事者への

教育を⾏う拠点となる。
・脳卒中、急性⼼筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科にわたる重
篤な救急患者を、広域災害時を含めて原則として24時間365⽇必ず受け
⼊れること

・集中治療室（ＩＣＵ）、⼼臓病専⽤病室（ＣＣＵ）、脳卒中専⽤病室（Ｓ
ＣＵ）等を備え、常時、重篤な患者に対し⾼度な治療が可能なこと

・救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事し
ていること（救急科専⾨医等）

・必要に応じ、ドクターヘリ、ドクターカーを⽤いた救命救急医療を提供
すること

・救命救急に係る病床確保のため、⼀般病棟の病床を含め、医療機関全体
としてベッド調整を⾏う等の院内の連携がとられていること

・急性期のリハビリテーションを実施すること
・急性期を経た後も、重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症が
ある患者、⼈⼯呼吸器による管理を必要とする患者等の、特別な管理が
必要なため退院が困難な患者を受け⼊れることができる医療機関等と連
携していること

・実施基準の円滑な運⽤・改善及び地域のメディカルコントロール体制の
充実に当たり積極的な役割を果たすこと

・ＤＭＡＴ派遣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役割を果たす
こと
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・救急医療情報システムを通じて、診療機能を救急搬送機関等に周知して
いること

・医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研修を⾏う体制を有し、研
修等を通じ、地域の救命救急医療の充実強化に協⼒していること

・救急救命⼠の気管挿管・薬剤投与等の病院実習や、就業前研修、再教育
等に協⼒していること

・「救急病院等を定める省令」によって定められる救急病院であること

③対応する医療機関

●３次救急医療機関（救命救急センター及び⼤学病院）（平成29年10⽉現在）

病 床 その他
の設備

ＩＣＵ ＳＣＵ ＨＣＵ ＮＩ ヘ リ ⾃院 所在地 電話番号
病院名 等重症 ＣＵ ポ ー で有

者対応 ト する
救急
⾞

県⽴中央病院 10床 0床 30床 3床 ○ ○ 徳島市蔵本町 088-631-7151
(※1） 1-10-3

徳島⼤学病院 11床 9床 11床 9床 × × 徳島市蔵本町 088-631-3111
(※2) 2-50-1 088-633-9211

(夜間救急)
徳島⾚⼗字 13床 0床 21床 0床 ○ ○ ⼩松島市⼩松島 0885-32-2555
病院 町字井利ノ⼝

103
県⽴三好病院 4床 0床 6床 0床 ○ × 三好市池⽥町 0883-72-1131

シマ815- 2

（注）※１ ドクターヘリ基地病院
※２ ヘリポートについては，県⽴中央病院のヘリポートを利⽤

(3)⼊院を要する救急医療を担う医療機関（２次救急医療） 【⼊院救急医療】
①⽬標
・24時間365⽇、救急搬送の受⼊れに応じること
・傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項
地域で発⽣する救急患者への初期診療を⾏い、必要に応じ⼊院治療を⾏う。

医療機関によっては、脳卒中、急性⼼筋梗塞等に対する医療等、⾃施設で対
応可能な範囲において⾼度な専⾨的診療を担う。また、⾃施設では対応困難
な救急患者については、必要な救命処置を⾏った後、速やかに、救命救急医
療を担う医療機関等へ紹介する。救急救命⼠等への教育機能も⼀部担う。
・救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事し
ていること

・救急医療を⾏うために必要な施設及び設備を有していること
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・救急医療を要する傷病者のために優先的に使⽤される病床⼜は専⽤病床
を有すること

・救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬⼊
に適した構造設備を有すること

・急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のリハビリテーションを
実施すること

・初期救急医療機関と連携していること
・当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近隣のより⾼
度な医療機関と連携していること

・緊急な医療を必要とする精神疾患を持つ患者に的確に対応するため、精
神科救急情報センターや精神科救急医療施設との連携を図ること

・救急医療情報システムを通じて、診療可能な⽇時や、診療機能を住⺠・
救急搬送機関に周知していること

・医師、看護師、救急救命⼠等の医療従事者等に対し、必要な研修を⾏う
こと

・ ｢救急病院等を定める省令」によって定められる救急告⽰医療機関であ
ること

③対応する医療機関

●２次救急医療機関（救急告⽰病院及び救急告⽰診療所）（平成30年1⽉）
圏域 医療機関名 所在地 電話番号
東部Ⅰ 徳島市⺠病院 徳島市北常三島町２丁⽬34 088-622-5121

⽥岡病院 徳島市万代町４丁⽬2-2 088-622-7788
⽔の都記念病院 徳島市北島⽥町１丁⽬45ー2 088-632-9299
⼿束病院 名⻄郡⽯井町⽯井字⽯井434-1 088-674-0024
松永病院 徳島市南庄町４丁⽬63-1 088-632-3328
協⽴病院 徳島市⼋万町橋本92-1 088-668-1070
博愛記念病院 徳島市勝占町惣⽥9 088-669-2166
中洲⼋⽊病院 徳島市中洲町1-31 088-625-3535
橘整形外科 徳島市寺島本町⻄２丁⽬37-１ 088-623-2462
川島病院 徳島市北佐古⼀番町1-39 088-631-0110
徳島健⽣病院 徳島市下助任町4丁⽬9 088-622-7771
天満病院 徳島市蔵本町１丁⽬5-1 088-632-1520
沖の洲病院 徳島市城東町１丁⽬8番8号 088-622-7111

東部Ⅱ 徳島県鳴⾨病院 鳴⾨市撫養町⿊崎字⼩⾕32 088-683-0011
兼松病院 鳴⾨市撫養町斎⽥字⼤堤54 088-685-4537
⼩川病院 鳴⾨市撫養町斎⽥字北浜99 088-686-2322
稲次病院 板野郡藍住町笠⽊字⻄野50-1 088-692-5757
国⽴病院機構東徳島医療ｾﾝﾀｰ 板野郡板野町⼤寺字⼤向北1-1 088-672-1171
浦⽥病院 板野郡松茂町広島字南ハリ13 088-699-2921
きたじま⽥岡病院 板野郡北島町鯛浜字川久保30-1 088-698-1234
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圏域 医療機関名 所在地 電話番号
東部Ⅲ 吉野川医療センター 吉野川市鴨島町知恵島字⻄知恵島120 0883-26-2222

美摩病院 吉野川市鴨島町上下島497 0883-24-2957
阿波病院 阿波市市場町市場字岸ノ下190-1 0883-36-5151
阿部整形外科 吉野川市鴨島町上下島105 0883-24-4880

南部Ⅰ 阿南中央病院 阿南市宝⽥町川原2 0884-22-1313
原⽥病院 阿南市富岡町あ⽯14-1 0884-22-0990
阿南共栄病院 阿南市⽻ノ浦町中庄蔵ノホケ36 0884-44-3131
町⽴勝浦病院 勝浦郡勝浦町⼤字棚野字⽵国13-2 0885-42-2555

南部Ⅱ 町⽴美波病院 海部郡美波町⽥井105-1 0884-78-1373
県⽴海部病院 海部郡牟岐町⼤字中村字杉⾕266番地 0884-72-1166
町⽴海南病院 海部郡海陽町四⽅原字広⾕16-1 0884-73-1355

⻄部Ⅰ ホウエツ病院 美⾺市脇町⼤字猪尻字⼋幡神社下南130-3 0883-52-1095
成⽥病院 美⾺市脇町字拝原2576 0883-52-1258
町⽴半⽥病院 美⾺郡つるぎ町半⽥字中薮234-1 0883-64-3145

⻄部Ⅱ 市⽴三野病院 三好市三野町芝⽣1270-30 0883-77-2323
三野⽥中病院 三好市三野町芝⽣1242-6 0883-77-2300
三加茂⽥中病院 三好郡東みよし町加茂1883-4 0883-82-3700

(4)初期救急医療を担う医療機関の機能【初期救急医療】
①⽬標
・傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項
軽度の救急患者への夜間及び休⽇における外来診療を⾏う。
・救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること
・在宅当番医制または休⽇・夜間急患センターを設置すること
・病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神科
救急医療体制等と連携していること

・⾃治体等と連携の上、診療可能時間や対応可能診療科等について住⺠等
に周知すること

③対応する医療機関
初期救急医療体制
ア 休⽇夜間急患センター
・徳島市夜間休⽇急病診療所（徳島市、佐那河内村）
・阿南市医師会夜間休⽇診療所（阿南市、那賀町）
・徳島市⻭科医師会休⽇急患等診療所

イ 在宅当番医制
・名⻄郡医師会（⽯井町、神⼭町）
・鳴⾨市医師会（鳴⾨市）
・板野郡医師会（松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町）
・阿波市医師会（阿波市）
・吉野川市医師会（吉野川市）
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・⼩松島市医師会（⼩松島市、勝浦町、上勝町）
・阿南市医師会（阿南市、那賀町）
・海部郡医師会（美波町、牟岐町、海陽町）
・美⾺市医師会（美⾺市、つるぎ町）
・三好市医師会（三好市、東みよし町）

(5)救命救急医療機関等から転院を受け⼊れる機能【救命後の医療】
①⽬標
・在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの退院を⽀援すること
・合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供すること

②医療機関に求められる事項
・救急医療機関と連携し、⼈⼯呼吸器が必要な患者や、気管切開等のある
患者を受け⼊れる体制を整備していること

・重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症を持つ患者を受け⼊れ
る体制を整備していること

・救命期を脱した救急患者で、精神疾患と⾝体疾患を合併した患者を受け
⼊れる体制を整備していること

・⽣活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リ
ハビリテーションを含む）が実施可能であること

・⽇常⽣活動作（ＡＤＬ）の低下した患者に対し、在宅等での包括的な⽀
援を⾏う体制を確保していること

・通院困難な患者の場合、訪問看護ステーション、薬局等と連携して在宅
医療を実施すること、また居宅介護サービスを調整すること

・救急医療機関及び在宅での療養を⽀援する医療機関等と診療情報や治療
計画を共有するなどして連携していること

・診療所等の維持期における他の医療機関と、診療情報や治療計画を共有
するなどして連携していること

③対応する医療機関等
・回復期から慢性期の機能を有する医療機関
・精神病床を有する病院
・診療所
・訪問看護ステーション

(6)医師不⾜への対応
救急医療現場における過酷な勤務環境から、医師が現場を離れ、地域にお

ける救急医療体制の確保が困難な状況となっています。この厳しい医師不⾜
の状況において、救急医療体制を維持していくためには、｢救急医の確保・
養成｣や｢救急勤務医の勤務環境の改善｣に努めるとともに、「かかりつけ医」
の協⼒を得た体制の構築が必要です。
また、「救急」ではなく、「時間外診療」として、救急医療機関を受診する

患者の増加が、救急医療現場の負担を増⼤させていることから、県⺠に対し
救急医療の適正な受診についての広報・啓発を積極的に⾏っていく必要があ
ります。
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３ 今後の取組み

(1)救急医療体制の充実・強化
地域における救急医療体制を確保するためには、⾏政・医療従事者・県⺠

・関係機関が⼀体となって取り組んでいく必要があります。
①救急医療に従事する医師の養成・確保を⾏うため、県地域医療⽀援センタ
ーにおいて救急や総合診療医の養成プログラムの整備・充実に取り組みま
す。

②救急勤務医の処遇改善など勤務環境の改善に取り組みます。
③⾝近な地域において適切な救急医療サービスが受けられるよう、「かかり
つけ医」の協⼒を得た体制の構築など、地域の実情に応じた初期・２次救
急医療の確保・充実を図ります。

④３次救急医療を担う救命救急センター及び徳島⼤学病院の機能強化を図り
ます。

⑤出⼝の問題に対応するため、患者⽀援センターによる退院調整等、⼊院中
の患者が適切なタイミングで退院・転院できるように⽀援を推進します。

⑥それぞれの疾患に応じた救急医療体制の構築を⽬指します。
⑦傷病の程度や緊急性により役割分担されている救急医療体制が円滑に機能
できるよう、関係機関が⼀体となって、県⺠に対して救急医療の適正受診
に向けた広報・啓発を推進します。

⑧地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関、かかりつけ医や介護
施設等の関係機関が連携し、地域におけるきめ細やかな取組を進めます。

(2)救急搬送体制の充実・強化
①消防機関、警察、医療機関、⾏政の連携強化に努めます。
②機動性に優れたドクターヘリ及びドクターカーの有効活⽤を図ります。
③救急医療情報システムの有効活⽤を推進し、システムの機能向上に向けた
検討を⾏い、妊婦搬送も含めた総合的な救急搬送体制の構築を図ります。

(3)関⻄広域連合における府県域を越えた広域救急医療連携体制の整備・充実
関⻄広域連合の広域医療分野の事務局として、府県域を越えた広域的ドク

ターヘリの運航体制の構築、⾼度・専⾨医療分野における広域医療連携など、
各地域の特徴ある医療資源の有機的な連携を図ることにより、各府県の｢３
次医療圏｣を越えた、｢４次医療圏・関⻄｣の構築に向けた広域救急医療連携
の仕組みづくりに取り組みます。
特に、ドクターヘリについては、今後連合管内全域を複数機のドクターヘ

リが補完し合う「⼆重・三重のセーフティネット」をより拡充するため、平
成２９年６⽉に締結した中国地⽅各県と⿃取県ドクターヘリとの広域連携協
定の更なる拡充を図るとともに、平成２９年２⽉に運航を開始した愛媛県ド
クターヘリや平成２９年３⽉に運航を開始した奈良県ドクターヘリ等との相
互応援協定の締結等をさらに進め、円滑な連携体制の構築を⽬指します。
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第３ 数値⽬標

数値⽬標項⽬ 直近値 平成35年度末
⽬標値

初期救急 在宅当番医または休⽇夜間急患センタ ７ ７
ーの設置ができている救急医療圏域数 (H29)

２次救急 救急告⽰医療機関数 ３７ ３７
（３次救急医療機関を除く） （H29） 以上

３次救急 救命救急センター及び⼤学病院数 ４ ４
（H29）

うち⾼度救命救急センター １ １
（H29）

⼀般市⺠が⽬撃した⼼原性⼼肺機能停⽌者のうち、 ６3．9％ ６5．０％
⼀般市⺠が⼼肺蘇⽣を実施した割合 （H28） 以上

３次医療機関への搬送者数に占める軽症者数の ４２．１％ ４０．０％
割合 （H28） 以下

病院収容までの平均所要時間 ３6．9分 ３6．9分
(覚知から病院等に収容するのに要した時間の平均) （H28） 以下



救急医療体制
救命救急医療（第３次救急医療体制）

○24時間365⽇の救急搬送受⼊れ
（複数診療科にわたる重篤救急患者に対応）

○傷病者の状態に応じた適切な救急医療
【⾼度救命救急センター】徳島⾚⼗字病院
【救命救急センター】県⽴中央病院，県⽴三好病院
【特殊疾患等に対応した救急医療機関】徳島⼤学病院

○24時間365⽇の救急搬送受⼊れ
○傷病者の状態に応じた適切な救急医療
【救急告⽰医療機関】 （３５病院，２診療所）
【病院群輪番制医療機関】
東部Ⅰ４病院 東部Ⅱ５病院 東部Ⅲ１病院
南部Ⅰ３病院 南部Ⅱ３病院 ⻄部Ⅰ２病院
⻄部Ⅱ１病院

⼊院救急医療（第２次救急医療体制）

○傷病者の状態に応じた適切な救急医療
【休⽇夜間急患センター】

徳島市夜間休⽇急病診療所
阿南市医師会⽇曜祝⽇診療所

【在宅当番医制】 県内１０箇所

（初期救急医療体制）

かかりつけ医

救 護

【住⺠等】
○救急搬送要請
○救急蘇⽣法
（ＡＥＤの活⽤）

○適切な医療機関の受診

【救急救命⼠等】
○傷病者の搬送及び
受⼊れの実施に関
する基準に基づく
搬送

○適正な搬送⼿段の選定

救急患者

発症

搬
送
時
連
携

救急医療情報システム

救命後の医療
転
院
時
連
携

○在宅等での療養を望む
患者に対する退院⽀援

○合併症，後遺症のある
患者に対する慢性期の
医療

在宅等における⽣活

○周産期医療システム
○精神科救急医療システム
については別途整備

連携


